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　　　　島原地域広域市町村圏組合　人事行政の運営等の状況

　島原地域広域市町村圏組合人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成18年条例第2号）
第6条の規定に基づき、人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表します。

１　職員の給与の状況 （平成26年度当初予算）

区　分 給　料 期末勤勉手当 その他の職員手当 合　計 職員1人当たり 職員数（予算）

千円 千円 千円 千円 千円 人

一般行政職 146,419 53,860 56,497 256,776 6,419 40
消防職 482,587 167,975 397,392 1,047,954 7,129 147
合計 629,006 221,835 453,889 1,304,730 6,977 187

48.21% 17.00% 34.79% 100.0%

２　職員の平均給料月額 （平成26年4月1日現在）

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢
円 円

294,900 38歳9ヶ月 272,100 35歳4ヶ月

３　職員の初任給の状況 （平成26年4月1日現在）

一般行政職

学歴 決定初任給 採用2年経過後 決定初任給 採用2年経過後

給料月額 給料月額
円 円 円 円

大卒 （1級25号給） （1級33号給） （1級25号給） （1級33号給）
172,200 185,800 172,200 185,800

（1級5号給） （1級13号給） （1級5号給） （1級13号給）
140,100 149,800 140,100 149,800

消防職

学歴 決定初任給 採用2年経過後 決定初任給 採用2年経過後

給料月額 給料月額
円 円 円 円

大卒 （1級17号給） （1級25号給） （2級13号給） （2級21号給）
187,500 204,500 200,000 214,700

（1級1号給） （1級9号給） （1級1号給） （1級9号給）
158,100 172,000 158,100 172,000

４　職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況 （平成26年4月1日現在）

経験年数 学歴 給料月額（円） 経験年数 学歴 給料月額（円）

大学卒 252,200 大学卒 259,100
高校卒 207,000 高校卒 235,500
大学卒 290,100 大学卒 294,700
高校卒 260,100 高校卒 267,500
大学卒 344,400 大学卒 350,100
高校卒 297,400 高校卒 301,700

高卒

消防職

経験20年

経験10年 経験10年

経験15年

一般行政職 消防職

島原地域広域市町村圏組合 国

一般行政職

高卒

島原地域広域市町村圏組合 国

経験15年

経験20年
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５　職員数の状況 （平成26年4月1日現在）

一般行政職
区分 　　標準的な職務内容 職員数（人） 構成比
1級 事務員、技術員 5 12.5%
2級 主事、技師 6 15.0%
3級 主査 8 20.0%
4級 係長、主任、副主任 17 42.5%
5級 課長補佐 2 5.0%
6級 事務局長、次長、課長、参事 2 5.0%
計 40 100.0%

消防職
区分 　　標準的な職務内容 職員数（人） 構成比
1級 消防士 44 29.7%
2級 消防副士長、消防士 14 9.5%
3級 消防士長、消防副士長 36 24.3%
4級 消防司令補、消防士長、消防副士 32 21.6%
5級 消防司令、消防司令補 16 10.8%
6級 消防司令長、消防司令 5 3.4%
7級 消防監、消防司令長 1 0.7%
計 148 100.0%

６　特別職の給料の状況 （平成26年4月1日現在）

区　分 管理者 副管理者
円 円

給料（年額） 62,000 59,000

７　職員手当の状況

（1）期末勤勉手当 （平成26年4月1日現在）
区　分 期末手当 勤勉手当 計

月分 月分 月分

6月期 1.225 0.675 1.900
12月期 1.375 0.675 2.050

計 2.600 1.350 3.950

（2）時間外勤務手当 （平成25年度の決算）
支給総額 1人当（年間） 支給職員数

・正規の勤務時間を超えて勤務した職員に支給。 千円 千円 人

一般行政職 9,451 263 36
消防職 14,376 104 138
計 23,827 137 174

（3）特殊勤務手当 （平成25年度の決算）
支給総額 1人当（年間） 支給職員数

千円 千円 人

・消防夜間通信業務従事者手当 一夜につき　520円 1,568 33 47
・はしご車隊員手当 一当務につき　320円 80 2 33

計 1,648 35 47

※職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

内　　　　　　　　　　　　　容

内　　　　　　　　　　　　　容
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（4）その他の職員手当 （平成25年度の決算）

手当名 内　　　　容 支給総額 1人当（年間） 支給職員数
1 配偶者　13,000円/月 千円 千円 人

扶養手当 2 配偶者以外の扶養親族

　①1人につき　6,500円/月

　　・配偶者がない場合、そのうち1人について 27,904 243 115
　　　　11,000円/月

※満19歳の年度初めから満22歳の年度末

　　までの子がいる場合、加算額　5,000円

住居手当 借家（月額12,000円を超える家賃） 15,859 264 60
　　　家賃の額に応じて　（限度額　27,000円/月）

1 交通機関等利用　限度額55,000円

通勤手当 2 自家用車等利用 13,382 82 164
　　　　片道2km以上の通勤距離に応じて、

　　　　　2,000円/月～24,500円/月

・参事（分署長）級以上の職員に支給。

管理職手当 　　給料月額の8％～15％ 5,364 596 9

・深夜（22時～翌朝5時）に正規の

夜勤手当 　　勤務時間が割振られた職員に支給。 3,629 28 129

・祝日及び年末年始の休日において

休日給 　　勤務した職員に支給。 40,746 316 129

（5）退職手当 （平成26年4月1日現在）

区　分 自己都合退職 定年退職
月分 月分

最高限度額 52.440 52.440
勤続20年 21.620
勤続25年 30.820 36.570
勤続35年 43.700 52.440
その他の 定年前早期退職特例措置
加算措置 （2％～20％加算）
退職時特別昇給 なし

千円

1人当り平均支給額（25年度） 24,594

８　部門別職員数の状況と主な増減理由

平成25年度 平成26年度
人 人 人

一般行政部門
　　総務 10 10 0
　　衛生 1 1 0
　　消防 150 149 △ 1 採用と退職の差

　　計 161 160 △ 1
公営企業等会計
　　介護保険 28 28 0
合計 189 188 △ 1
※再任用短時間勤務職員を含む。

職員数
対前年増減数 主な増減理由区　分
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９　職員の勤務時間等の状況 （平成26年4月1日現在）

区　分 勤務時間 開始時間 終了時間 休憩時間

12：00～13：00

17：15～18：15

22時～6時30分

の間に6時間30分

11時～14時の間に

60分
17時15分～翌日

　8時30分の間に

7時間30分

１０　職員の分限及び懲戒処分の状況 （25年度）

処分者（人）
免　職 0
降　任 0
休　職 0
降　給 0
免　職 0
停　職 0
減　給 0
戒　告 0

１１　服務の状況 （25年度）

　平成25年度においては、次に掲げる通知等により、職員の服務規律の確保に努めました。

　　平成25年 12月 19日 年末年始における綱紀粛正について

１２　職員の福祉の状況及び利益の保護の状況 （25年度）

（1）職員の福祉の状況

受診者数 費用総額 1人当たり
人 千円 千円

人間ドック 39
一般健診 166 1,129 3
結核健診 153
胃がん 7
肺がん 0

大腸がん 0
子宮がん 0

合　計 326
合　計 691

処分内容

分　限

懲　戒

区　　分

定期健診

日勤者

消防隔勤者

消防本部
指令課職員

翌日8：30

15時間30分 8：30

8：30

翌日8：30

7時間45分

処　分　事　由

15時間30分

8：30 17：15 12：00～13：00
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（2）職員の公務災害発生状況

区　分 発生件数
事務局職員 0
消防職員 0

（3）職員の利益保護の状況

件数
勤務条件に関する措置の要求 0
職員への不利益処分に対する不服申し立て 0

１３　研修の状況 （25年度）

研修人数
3
1
1
1
1
2
1
1
1
1
1
1

36
20
1

26
0
0
6
8
4
1
2
1
1

13
　　　合　　計 107

消防長会研修
救急救命士養成研修
救急救命士再教育等
救急医学会研修
薬剤投与追加講習

研　　　修　　　名

区　　　　　　　　分

認定調査員現任研修

認定審査会委員新規研修
認定審査会委員現任研修

C&Cユーザーフォーラム＆ソリューションフェア九州2013

プロジェクト管理セミナー
地方自治体ICTｾﾐﾅｰ
TASKクラウドフェア２０１３
住民基本台帳ネットワークシステム担当者研修会

セキュリティセミナー

消防大学校
長崎県消防学校

認定調査員新規研修

介護認定調査員指導者研修
滞納整理実務研修
認知症総合アセスメントとその活用方法研修
長崎県市町職員研修センター各種研修

新任職員研修

社会保障・税番号制度説明会
調達管理セミナー
業務改善・改革セミナー
委託管理セミナー
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